
大村市保育士等継続応援金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は、市内の保育所等における保育士等の定着を図るため、予算の定めると

ころにより、市内の保育所等（市が設置するものを除く。以下「交付対象施設」と

いう。）に勤務する保育士等に対し、大村市保育士等継続応援金（以下「応援金」

という。）を交付するものとし、その交付については、大村市補助金等交付規則

（昭和４２年大村市規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定める

ところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

(1) 保育士等 保育士、保育教諭、幼稚園教諭、看護師、准看護師及び保健師をい

う。

(2) 保育所等 次のいずれかに該当するものをいう。

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の認可を受けた同

法第３９条第１項に規定する保育所

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

ウ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業又は同条第１２項

に規定する事業所内保育事業（当該事業所の従業員の監護する乳児及び幼児の

みを保育の対象とするものを除く。）を実施する施設

エ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園であって、

教育課程に係る教育時間の終了後等に教育活動を行うもの

(3) 基準日 応援金の交付を受けようとする年度の４月１日をいう。

(4) 休業期間 次のいずれかに該当する期間が連続して３０日を超える場合におけ

る当該期間の初日から末日（末日が日曜日その他の休日である場合は、これらの

日の前日）の属する月の末日までの期間をいう。

ア 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号）第２条第１号に規定する育児休業又は同条第２号に



規定する介護休業の期間

イ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条の規定による産前産後の休

業の期間

ウ 疾病若しくは負傷又は身体若しくは精神の障害による休業の期間

エ その他市長が次条第１項第１号に規定する勤続期間に算入することが適当で

ないと認める期間

（交付対象者等）

第３条 応援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号

のいずれにも該当する者（交付対象施設を設置する法人の役員並びに交付対象施設

の園長及び副園長の職にある者を除く。）とする。

(1) 基準日において、交付対象施設における常勤（１日につき６時間以上かつ１月

につき２０日以上継続して勤務する勤務形態をいう。以下同じ。）の保育士等と

しての勤続期間（現に勤務する交付対象施設を設置する法人における休業期間を

除く。）が次のいずれかに該当する者

ア ３６か月以上４８か月未満

イ ７２か月以上８４か月未満

(2) 応援金の交付を受けた年度以降、常勤の保育士等として継続して交付対象施設

に勤務する意思を有する者

２ 前項第１号に規定する勤続期間（以下「勤続期間」という。）の算定に当たり、

職種の変更、退職等により交付対象施設における常勤の保育士等として勤務しない

こととなった者が、当該事実の発生した日から９０日以内に再び交付対象施設にお

ける常勤の保育士等として勤務することとなった場合、異動により再び交付対象施

設における常勤の保育士等として勤務することとなった場合その他市長が特に認め

る場合にあっては、従前の勤続期間を合算することができる。

（応援金の額等）

第４条 応援金の額は、次の各号に掲げる交付対象者の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。

(1) 前条第１項第１号アに該当する者 ５０，０００円

(2) 前条第１項第１号イに該当する者 １００，０００円

２ 同一の交付対象者に対する応援金の交付は、前項各号に掲げる交付対象者の区分



につき１回限りとする。

（申請の手続）

第５条 規則第５条の規定により、応援金の交付を受けようとする者（以下「申請

者」という。）は、様式第１号による申請書に経歴書、雇用証明書及び保育士等の

資格を有する証明書を添えて、市長に提出しなければならない。

（応援金の支払等）

第６条 応援金の交付決定の通知を受けた者は、応援金の支払を受けようとするとき

は、様式第２号による請求書に応援金の交付決定通知書の写しを添えて、市長に提

出するものとする。

（応援金の返還等）

第７条 市長は、偽りその他不正な手段により応援金の交付を受けた者に対し、応援

金の交付決定を取り消し、既に交付した応援金の返還を命ずることができる。

（手続の省略）

第８条 規則第２４条の規定により、規則第１３条の規定による状況報告、規則第１

５条第１項の規定による実績報告書の提出及び規則第１６条の規定による補助金の

額の確定の手続は、省略するものとする。

附 則

この告示は、令和５年４月１日から施行する。


